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１ ＤＶをめぐる現状  
 
（１）県内の相談状況等 

 

■ＤＶに関する相談件数 

 （単位：件数） 

 
【県多様な生き方支援課、県警人身安全対策課、和歌山市、田辺市調べ】 

 

 

 

 

 

 

※ 田辺市は R4 年度から計上方法を変更。 

  相談内容の根本には DV が隠れているケースが多く見られるため、DV 以外の件数も含めた実件数となっています。 
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■うち、女性相談支援員が受けた恋人からの暴力に関する相談件数 

（単位：件数） 

 
【県多様な生き方支援課調べ】  

 

 

■ＤＶを理由とする一時保護人数 

（単位：人数） 

 
【県多様な生き方支援課調べ】  

 

 令和４年度における一時保護後の住居の状況は、「帰郷」又は「帰宅」が約５割、「婦人 

 保護施設への入所」「母子生活支援施設等への入所」がそれぞれ約２割、次いで「自立」 

 「友人・知人宅」等となっています。 

 

■和歌山地方裁判所管内における保護命令発令件数 

（単位：件数） 

 
【和歌山地方裁判所調べ】 

 

 

 

 

■ＤＶ（保護命令違反・その他の法令違反）の検挙件数 

（単位：件数） 

 
【県警人身安全対策課調べ（1月から 12 月の年次数値）】 

 

 

※「接近禁止命令の発令があった件数」「退去命令の発令があった件数」「退去命令と接近禁止命令の双方の発令があった件数」 

 をそれぞれ計上しており、各発令のみがあったものの件数を計上していないため、一部は重複しているケースがあります。 

※ その他の法令違反とは、刑法、特別法（DV 法を除く）違反の検挙件数を表しています。 
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（２）暴力に対する意識等 

  和歌山県「男女共同参画に関する県民意識調査」※からみた状況 

   ※「令和 2年度和歌山県男女共同参画に関する県民意識調査」より転記。 

     調査時期：令和 2 年 8月 18 日～ 9 月 4日 

     調査対象：令和 2 年 4月 1日現在の和歌山県内在住 20 歳以上の男女各 1,500 人  

  有効回収数（率）：1,399 人（46.6％） 

 

■ＤＶに関連する言葉についての認知度 

 
   ※「内容も含め知っている」又は「聞いたことがある」と回答した人の合計を「知っている」として計上 

  ＤＶ防止法について『知っている』と回答があったのは７割以上と、その認知度は 

  高まっている一方で、「デートＤＶ」や「面前ＤＶ」などは『知らない』割合のほうが 

  大きい状況にあります。 

 

 

■暴力と思う行為のうち、「どんな場合でも暴力にあたると思う」と回答した人の割合 

 

  心理に影響を与える行為や行動を制限するような行為（項目⑤や⑧～⑩）においては 

  「どんな場合でも暴力にあたると思う」とする認識がやや低くなっています。 
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■ 配偶者や恋人からの暴力についての相談窓口として知っているもの 

 

  相談窓口の認知状況について全体の割合で見ると、「警察」が一番多く８割を超えて 

  おり、次いで「市役所・町村役場」が２割を超え、「県配偶者暴力相談支援センター 

  （女性相談所）」は約２割となっています。 

   一方で「相談窓口を知らない」と回答した人は、女性 10.1％、男性 7.4％となって 

  おり、前回の計画策定時よりも認知度は向上していますが、まだまだ相談窓口の一層 

  の周知が必要と考えられます。 

 

 

 

（３）暴力の被害と相談の状況 

 

■配偶者や恋人からの暴力の経験 

被害経験の内容 ※重複回答 N = 女性 761人、男性 620人

 

  精神的暴力の被害経験があると回答した人の割合が男女ともに増えている状況に 

  あります。 

 

被害経験の内容  ※重複回答 被害の有無 
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■配偶者や恋人からの暴力被害の相談状況 

 
  実際の相談先として多いのは、友人や知人と答えた人が 33.8%、家族や親せきの人が 

  29.1％、その次に警察で 3.4％となっており、配偶者暴力相談支援センターは 1.3%と 

  なっています。 

 

 

■配偶者や恋人から暴力を受けたときに、実際に求める支援 

 
  全体では「親身になって相談に応じてくれるところ」が最も高く、次いで「一時的に 

  加害者から逃れる場所の提供」、「自分とこどもの心のケア」となっており、性別ごと 

  でみると、最も差がみられた「警察官などによる介入」では、男性（15.2％）が女性 

  （7.4％）より 7.8 ポイント高くなっています。 

 

 

 



 

9 

 

第２章 和歌山県におけるＤＶの現状 

２ これまでの取り組み 
 

前計画に基づき、「暴力防止のための教育・啓発」、「相談体制の充実」、「被害者の保護・

自立支援」等について取り組みを実施してきました。 

主な機関の取り組みについては以下のとおりです。 

 

 [１] 県配偶者暴力相談支援センター（女性相談支援センター）及び各振興局 

女性相談支援センターが本県の「配偶者暴力相談支援センター」としての機能を

担い、来所・電話による相談や被害者の一時保護を実施し、相談・支援の中核とし

て、ひろく県内の事案に対応しています。 

また、県内の相談体制の充実を図るため、各振興局に女性相談支援員を配置し、

県配偶者暴力相談支援センターと一体となって、被害者の相談・支援にあたってい

ます。 

 

 [２] 和歌山県警察 

警察本部及び各警察署において、緊急時の暴力の制止はもとより、通報や相談へ

の対応、被害防止策等の教示を行い、相談内容に応じて県配偶者暴力相談支援セン

ター等への引き継ぎを行っています。 

また、保護命令発令時は、県配偶者暴力相談支援センターと十分に連携して、被

害者等の安全確保に努めています。 

 

 [３] 青少年・男女共同参画課及び男女共同参画センター「りぃぶる」 

青少年・男女共同参画課（現・多様な生き方支援課）では、関係機関等による被

害者支援のためのネットワークの形成やＤＶ防止にかかる広報・啓発を行っていま

す。 

男女共同参画センター（現・ジェンダー平等推進センター）では、男女共同参画

相談員による総合相談及び専門家による専門相談（法律相談・カウンセリング・男

性相談・LGBTQ相談）を実施しています。 

 

 [４] その他県関係部局 

企画部人権局（現・共生社会推進部人権局）を中心として、県民一人ひとりが互

いの人権を尊重することの重要性等についての啓発活動を行うなかで、ＤＶの防止

についての啓発も行っています。 

また、福祉、保健・医療、公営住宅、教育等の分野で被害者支援のための取り組

みを行っています。 


